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鹿島経済特区 
 

都道府県名： 
茨城県 

申請主体名： 茨城県 

区域の範囲： 鹿嶋市、潮来市、鹿島郡及び行方

郡の全域 

 

 

 

特区の概要： 最新かつ計画的に配置されたコンビナートである鹿島臨海工

業地帯を日本の素材産業再生に向けたモデルとして、各種保安

規制の国際基準化・合理化による高生産性プラントへの転換、

従来の基礎素材から最終製品生産も含む高度産業集積形成の

ための各種土地利用規制の緩和、工業用水、電力などインフラ

コストの低減等を進め、コスト競争力の高い産業拠点を創出す

る。 

 

適用される規制

の特例措置： 

・電力の特定供給事業の許可対象の拡大 

・可燃性ガスの圧縮における含有酸素量変更 

・高圧ガス設備の開放検査期間の延長 

 

  

 

 
日本の石油化 
学鉄鋼・産業 
等の大幅再編 

日本のコンビナートの今後の生き残りをかけて
国際競争力の高いコンビナート（高生産性・高
付加価値）プラントへの構造転換を進める。 

海外の競争力の高い工業地帯（＝コ
ンビナート）との比較検討による法制
度の緩和検討。 

規制緩和 
制度創設 

2004年の石油関連製品等
の保護関税大幅引下げに伴
う輸入増で、国内プラントの
大規模余剰が発生。 

今後、再編が進むなかで、幾つかの
工業地帯(=コンビナート)にも適用。 

 
現   状 

 
素材産業の  
大きな転換期 
→シェアの低下 

 →工場海外移転 素材産業の国内 
GDPシェア 
Ｓ４０ → 10.8% 
H９ →   5.6% 

鹿島経済特区のコンセプト 

目 的 

 

Before 
 

国際競争の高い 
(高生産性・ 
高付加価値) 
コンビナートの創出     

After 

鹿嶋市、潮来市、鹿島郡

及び行方郡の全域 

工業地帯 
（＝石油化学・鉄鋼コンビナート） 
の再編・集約化に向けたモデル 
となる『素材産業再生特区』実施 


